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はじめに 

 

 公立昭和病院新中期計画は、平成２０年度に策定した公立

昭和病院改革プランの対象期間終了後の平成２５年度から

２９年度までの５年間を計画期間とする当院自らの行動指

針として策定いたしました。 

 

平成２６年８月には、本計画に基づき、病院事業の経営形

態を見直し、昭和病院企業団に移行したことにより、経営権

限の一元化と責任の明確化が図られ、これまで以上に機動

性・迅速性を発揮して各種の施策を実施しました。 

その結果、本計画３年度目となる平成２７年度に関しても

地域の中核病院として良質な医療を安定的に提供すること

ができ、更に、平成２６年度に引き続き黒字経営を維持する

ことができました。 

 

今般、平成２７年度の本計画の達成状況について点検し、

公立昭和病院中期計画検討委員会から評価を受けましたの

で、その結果について報告いたします。 

 

 今後も昭和病院企業団構成市における唯一の「高度・急性

期医療センター」①として高度急性期機能を発揮し、質の高

い医療を提供するため、また、東京都が策定する地域医療構

想に対応するなど病院を取り巻く情勢の変動等に的確に対

応し、安定した病院経営を維持するため、平成２８年度中に

は本計画を改訂し、地域の医療機関との連携をさらに強化し

ながら日本一の自治体病院となるよう努めてまいります。 
 



１　「Ⅴ　財政計画」(新中期計画７ページ抜粋） （単位：百万円）

（１）財政収支計画

実績(A) 計画(B) （税抜き実績）

18,030 18,198 99.1 % 17,987

18,010 18,196 99.0 % 17,967

15,324 15,629 98.0 % 15,296

（うち入院収益） (11,184) (11,247) 99.4 % (11,183) 

平均単価（単位：円） (75,500) (67,920) 111.2 %

一日当たり患者数（人） (404.7) (452.4) 89.5 %

病床利用率（％） 78.1% 87.3% 89.5 %

（うち外来収益） (3,767) (3,890) 96.8 % (3,764) 

平均単価（単位：円） (14,674) (13,322) 110.1 %

一日当たり患者数（人） (1,056.4) (1,191.9) 88.6 %

2,686 2,567 104.6 % 2,671

（うち構成市分賦金） (1,600) (1,600) 100.0 % (1,600)

20 2 1,000.0 % 20

17,739 17,880 100.8 % （注1） 17,703

17,718 17,817 100.6 % （注1） 17,682

(9,479) (9,736) 102.6 % （注1） (9,474)

83 77 92.2 % （注1） 83

17,219 17,374 100.9 % （注1） 16,857

（うち材料費） (3,697) (3,581) 96.8 % （注1） (3,547)

（うち減価償却費②） (1,090) (1,061) 97.3 % （注1） (1,090)

416 366 86.3 % （注1） 742

21 63 166.7 % （注1） 21

 純損益　（a）－（b） 291 318 91.5 % 284

 経常損益（c）－（d） 292 379 77.0 % 285

 医業費用

 公立昭和病院新中期計画　平成２７年度 達成状況の点検・評価

　 公立昭和病院新中期計画における、「財政収支計画」、「財政指標」についての達成状況は、次のとおりで
す。なお、原則として、実績数を分子、計画値を分母として達成率を算出しました。

達成率（評価）(A/B) 備　　　　考

 医業収益

 経常収益　（c）

 事業収益　（a）

 医業外収益

 （うち給与費）

 経常費用　（d）

 特別損失

 事業費用　（b）

 特別利益

 医業外費用

 企業団管理費
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（２）財政指標

実績(A) 計画(B)

89.0% 87.1% 102.2 %

8.9% 8.8% 98.9 % （注1）

61.9% 62.1% 100.3 % （注1）

注1

注2 「医業費用（給与費）から賃金の一部を除き、医業収益に繰入金の一部を含む」とあるのは、

総務省が実施している「地方公営企業決算状況調査」の作成要領等に基づき、下記のとおり、

それぞれ該当する数値について予算科目間で異動させた場合を表しています。

1)

2)

　また、同調査において一部事務組合に特有な費用である企業団管理費については、医業費用に振り

替えているので、この注における医業費用には企業団管理費が含まれています。

給与費÷医業収益×100

102.1%

 給与費(賃金の一部除く)対医業収
益(繰入金の一部含む)比率（注2）

 経常収支比率

一般会計繰入金（収益的収入）÷
経常収益×100

%

 給与費対医業収益比率

52.3% 52.4%

101.7% 99.6

  　　　　　　　　　　　　　　    経費に係る他会計負担金は医業収益とする。

100.2 % （注1）

経常収益÷経常費用×100%

 　                                           （例：救急医療の確保に要する経費など）

 医業収支比率

決算状況調査における給与費（実
績8,496百万円）÷同医業収益
（実績16,234百万円）×100

医業収益÷医業費用×100

100.8% 100.9
決算状況調査における医業収益
（実績16,234百万円）÷同医業費
用（実績15,965百万円）×100

101.7%

 一般会計繰入金(収益的収入)対経
常収益比率

費用、一般会計繰入金及び給与費の達成率は、 （１－（実績－計画）÷計画）×１００により算出

 医業費用から賃金の一部を除く ： 常時雇用でない臨時職員の賃金は医業外費用とする。

 医業収益に繰入金の一部を含む ： 地方公営企業法17条の2第１項第１号に規定されている

しました。

 医業収支比率(医業費用から賃金の
一部を除き、医業収益に繰入金の
一部を含む)（注2）

達成率（評価）(A/B) 備　　　　考
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２　「Ⅵ　病院としての事業運営の具体的な取り組み」（新中期計画１０～１３ページ）

No. 項　目 取組内容
目標達成

指標
目標等

（達成時期）
平成27年度

実績
達成
状況

特記事項 担　当

紹介率④
56.8%

（維持目標）
67.9% A

平成26年度実績
62.3%

逆紹介率④
76.4%

（維持目標）
104.0% A

平成26年度実績
103.6％

医療連携医
登録数

300件
（平成26年度）

306件 A
平成26年度実績
301件

退院支援・
調整充実、
強化

充実
（平成26年度）

27,321件 A (平成25年度達成）

地域災害拠点病院⑤

として、災害時用の
応急用資材の充実や
医師会との連携を図
り職員の育成を行う
など、災害拠点病院
の機能を充実する。

災害訓練
1回以上／年
（継続目標）

１回 A 平成27年12月13日実施
業務課・
施設担当

院内がん登
録（東京都
地域がん登
録⑦）

1,700件
（平成26年度）

1,647件 B
平成26年度実績
1,619件

手術件数
6,500件

（平成27年度）
6,243件 B

平成26年度実績
6,317件

通院治療セ
ンター利用
者数（延べ
件数）

3,400件
（平成26年度）

3,078件 B
平成26年度実績
2,954件

救急医療の体制を充
実し救急車受入れ件
数を増やす。

救急車受入
件数

9,000件
（平成27年度）

7,781件 B
平成26年度実績
8,396件

全科・看護
部・医事課

地域周産期母子医療
センター⑨の指定を
受け、ハイリスク出
産などに備え、産
科・小児科の医師・
看護師を24時間体
制で配置する。

地域周産期
母子医療セ
ンターの認
定

認定
（平成25年度）

（平成25年度
達成） A

平成25年4月に地域周産期母子
医療センターの指定を受けた。

産婦人科・
小児科・医
事課

組織市8市のがん受
診率の向上のため
に、市民講座を出前
講座として積極的に
開催する。

市民公開講
座を出前講
座として実
施

3回／年（平成
29年度までに、
各構成市で1回以
上実施）

２回 B

平成26年度　年3回開催

平成27年度開催実績内訳
7月18日　東大和市
2月  6日　小平市

医事課

ABC健診
受診者数

475人
（平成26年度）

370人 C
平成26年度実績（327人）を
上回ったが、目標を達成するこ
とはできなかった。

CTC検診⑫
運用方法の確立
（平成26年度）

43人 A
平成26年度実績（16人）を上
回った。運用方法は平成27年度
に確立され達成。

肺がん健診
150人

（平成29年度）
169人 A

目標を達成することができたた
め、現状を維持する。

乳がん健診
900人

（平成29年度）
1,555人 A 現状を維持する。

当院のような中核的
な医療を行う病院
と、日常的な医療を
行う「かかりつけ
医」が役割を分担し
資源を有効活用し、
必要とされる医療を
適切に患者さんに提
供する。

地域医療
連携室

(３)

急性期病院⑧と
して高度専門
医療、救急医
療を実践しま
す。

科学的根拠に
基づいた医療
を提供しま
す。

クリニカルインディ
ケーター⑥を積極的
に公表し、医療の質
を向上する。

医事課

ABC健診（胃がん
ハイリスク健診）⑪

等の健診を実施し、
がんの死亡率の減
少、医療の経済効果
を図る。

予防・健
診セン
ター

病院としての事業運営の具体的な取り組みの達成状況は、次のとおりです。
　　A：達成できた　B：進捗中　C：今後の課題とする

(１)

地域医療支援
病院③として地
域連携を推進
します。

(２)

(４)

がん拠点病院⑩

としてがんの
予防から治療
までを担いま
す。
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No. 項　目 取組内容
目標達成

指標
目標等

（達成時期）
平成27年度

実績
達成
状況

特記事項 担　当

信頼される医療人を
育成するために人事
評価制度を導入す
る。

評価制度の
導入

導入
（平成26年度）

人事評価制度の
設計

B

平成２７年度は、管理職のヒア
リング及び係長のワークショッ
プを行い評価項目を設定。評価
者説明会を実施後、評価のトラ
イアルを実施した。
人事評価ガイドライン(案)を作
成した。

職員のコミュニケー
ションスキル、接遇
の向上を図る。

接遇研修等
の受講率

100%
（平成29年度）

各職場から選出
された職員が委
員会を立ち上
げ、職員玉入れ
大会を実施、サ
ンクスカーﾄﾞ(看
護部)の導入

B

接遇(患者満足度)の向上を図る
ために、職員満足度を向上させ
ることとし、職員間のコミュニ
ケーションを深めた。
看護部では、サンクスカードを
導入し、お互いを認め合いなが
ら協力して質の良い看護を提供
した。

経営責任の明確化と
機動的・弾力的な運
営ができるようにす
る。

地方公営企
業法の全部
適用⑬

規約改正
（平成26年度）

（平成26年度
達成）

A

平成26年8月1日より、地方公
営企業法の全部を適用し、「昭
和病院企業団」へ移行した。運
営責任者として、従来の組合管
理者に代わり、企業長を設置し
た。

経営企画
課

各診療科・部の目標
達成率に応じた研修
費等予算を配分す
る。

取組の目標
達成状況

達成状況に応じ
た予算配分
（平成27年度）

各診療科・部を
対象にヒアリン
グを実施し、予
算を査定・配分
した。

B
前年度実績及び当年度上半期実
績を基に主に固定資産購入費予
算等の配分を決定した。

経営企画
課

DPC係数Ⅱ群⑭を維
持し診療報酬の増を
図る。

DPC係数 維持 DPCⅡ群 A
平成27年度もⅡ群を維持するこ
とができた。今後も維持できる
よう努める。

医事課

薬価の安い後発薬品
の採用を増やし費用
の削減を図る。

ジェネリッ
ク医薬品⑮

採用品目数

160品目
（平成26年度）

299品目 A

後発品の品目数は、僅かだが増
加した（平成26年度：296品
目）。また、費用は、高価なC
型肝炎薬の使用等により総額で
は増となっているが、安価のも
のへの代替も議論し、費用の削
減に努めている。

薬剤部・
業務課

各部門の提
出基準を策
定し、レ
ポート提出
率の増加

・年間2,550件
・医師提出率
10%
・看護89.4%維
持
・医療技術10%
（平成29年度）

・年間2,699件
・医師　5.3％
・看護師 85.3％
・医療技術　9.4％

B

レポートの提出率は目標値に達
している。
医師からの提出率は、前年度に
比較して0.1％減少している。
医療技術系からの提出率は、前
年度に比較して0.7％減少して
いる。引き続き、医師・医療技
術系のレポート提出がそれぞれ
10％以上になるよう周知してい
く。

合併症関連
のオカレン
スレポート
⑯の提出増
加と当院で
のクリニカ
ルインディ
ケーターの
作成

年間オカレンス
提出率2%
（基準に基づく
合併症としての
報告提出率）
（平成29年度）

1.4% B

オカレンス提出率は、前年度と
比較すると0.26％減少してい
る。オカレンスの合併症や重大
な副作用及び予期せぬ再手術に
ついては、提出基準を明確にし
ていく。

現場の医療安全意識
の向上を図る。

医療安全研
修会の出席

・研修会（直接
参加、DVD上
映）参加率50%
・DVD（貸出）
視聴率　50%
（平成29年度）

・参加率
　第1回26％
　第2回31％
・視聴率
　第1回8.2％
　第2回20.3％
・総参加率
　第1回34.2％
　第2回51.3％

B

医療安全研修について、第１回
は、転倒転落をせん妄の一つの
症状から発生する危険行為とし
て考える講演と、第２回は、平
成27年から開始された医療事故
調査制度についての講演を行っ
た。
DVDは各部署に回して視聴者は
アンケートを記載した。第２回
目より参加者の名簿を部署に渡
し、未参加者がわかるようにし
た結果、視聴率は50％を超え
た。医師の研修会参加率が30％
前後であるが、DVD視聴も難し
いため、e-learningでの確認を
周知していく。

(５)
信頼される優
れた医療人を
育成します。

総務課

(７)

その他（医療
安全、事故防
止、労働環境
等の改善を図
る。）

インシデントレポー
ト⑬報告の確立

医療安全
管理担当

(６)
健全な病院経
営に努めま
す。
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３　「Ⅶ　各診療科・部門別の計画と具体的な取り組み」（新中期計画１４～２０ページ）　

科
・
部
門

計
画
／
実
績

医
師
数

合
計
収
益

（
億
円

）

入
院
収
益

（
億
円

）

外
来
収
益

（
億
円

）

入
院
平
均
単

価

（
万
円

）

入
院
患
者
数

(

人
／
日

)

外
来
平
均
単

価

(

万
円

)

外
来
患
者
数

(

人
／
日

)

№
評
価

2 A

実績 4 3.8 1.4 2.4 4.2 9 1.3 76

4 A

2 A

計画 12 8.3 7.8 0.5 12 18 10 2.1

2 B

実績 9 8.2 7.6 0.6 14 15 12 2 3 A

4 A

計画

実績

1 0.1 ― 0.1 ― ― 170.2

2 0.1 ― 190.2――0.1

（平成25年度達成）

1 C スタッフ人数減のため、現在未達成である。

常時2件の同時対応はできないが、平日日中につい
ては達成している。

（平成25年度達成）

ホットライン２件の同時対応が可能な体制
整備に努めます。

救急医療に加え、重症患者診療を継続しま
す。

シニアレジデント（後期臨床研修医）に対す
る他科研修を継続します。

地域に開かれた救命センターを構築しま
す。
・ＢＬＳ、ＡＣＬＳなどの講習に対して講師を
派遣できる態勢を整備します。
（ＢＬＳ：一次救命処置、ＡＣＬS：二次救命処
置）

7.3 12 3.1 19

実績 4 8.1 5.4 2.7 7.2 20.8 4.6 24.8

計画 3 4.5 3.1 1.4

3

ＤＰＣを意識した診療を実施します。
・在院日数の適正化に対する取組を継続し
ます。
・各種の検査を外来で実施することにより、
入院において効率的な医療を提供できるよ
うにします。

A （平成25年度達成）

救急度の高い患者さんの受入れを強化しま
す。

A

従来より多くの紹介、逆紹介を達成したと考えてい
る。クリーンルーム（空気中の微粒子濃度を基準以
下に保った病室）造設により、より多くの入院症例受
け入れを達成し得たと考える。

（平成26年度達成）

7

計画

実績

2

3

1.7

2.1

0.8

1.2

0.9

ＤＰＣ下において、採算性を考慮した診療報
酬算定を支援します。

逆紹介・紹介を実施している医療機関を中心に参加
を募り、講演会を開催した。

B

（平成25年度達成）

（平成25年度達成）

4.70.9

　　　　　　　　　　（平成25年度達成）
（平成27年度追記）連携がうまくいくようになり、緊
急での透析対応は減少している。

相対的入院期間の短縮ができている。収益も微増
ながら向上していて、医事課との連絡で収益増につ
なげることができると考えている。

2

4.4 5 1.9 20

211.6
医事課との連携による効率的な診療報酬
算定を図ります。

A

B

開業医に対する検査データフォローを継続
します。

1
病棟のコンサルテーションや緩和ケアチー
ム活動を充実させるため、人員確保に継続
的に努めます。

2

1

3

協力医療機関の増加に加え、当該領域の
地域における基盤整備に努めます。
・積極的な紹介・逆紹介を行います。
・公開糖尿病教室を継続します。

甲状腺がんの精査件数の増大を図り、患者
さんの増加に対応します。
・臨床研究、学会活動を通じた情報発信に
加え、市民公開講座を通じて情報発信を行
います。

心身医学療法の漏れのない算定によって、
外来平均単価の増加を図ります。

（平成26年度達成）

平成２７年度も引き続き人員確保できている。スタッ
フの健康管理を含め、怠りなく管理を継続したい。

A

A

急性期医療に加えて、患者さんの全身管理
を継続します。
病院全体の入院糖尿病患者さんの管理を
継続します。

紹介・逆紹介を積極的に推進します。
・近隣に数少ない血液内科の入院可能施設
としての役割を果たします。

1

主な取り組み

　病院の理念・方針と重点改題に基づく各診療科、部門ごとの主な取り組みの達成状況については、次のとおりで
す。
                              　　　　 　　　　【達成状況】A：達成できた　　B：進捗中　　C：今後取り組んでいく

心
療
内
科

取り組みの実施状況

16内
分
泌
・
代
謝
内
科

救
急
科

血
液
内
科

腎
臓
内
科

計画 5 6.4 2.4 4 4.1

A

（平成25年度達成）

1.2 84

1
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科
・
部
門

計
画
／
実
績

医
師
数

合
計
収
益

（
億
円

）

入
院
収
益

（
億
円

）

外
来
収
益

（
億
円

）

入
院
平
均
単
価

（
万
円

）

入
院
患
者
数

(

人
／
日

)

外
来
平
均
単
価

(

万
円

)

外
来
患
者
数

(

人
／
日

)

№
評
価

1 A

3 C

4 B

2 C

3 A

4 B

35.2 1 60.2

不整脈領域への注力に努めます。
不整脈治療件数は増加している。ペースメーカー・
ICDなどの植込みデバイス(不整脈治療のために体
内に植え込む医療機器)件数も安定している。

ＤＰＣデータに基づいて、平均在院日数の適
正化、平均単価の改善を図ります。

クリニカルパス（患者に対するケア内容を縦軸に、時
間の経過を横軸にとり、診療・ケアの計画を示したも
の）を用いて在院日数軽減に努めているが、高齢者
入院の増加で、結果的に在院日数や単価改善に苦
慮している。

実績 11.4 14.2 12.7 1.5 9.9

循
環
器
内
科

計画 9 9.4 8.1

消
化
器
内
科

・
内
視
鏡
科

紹介、逆紹介を積極的に推進します。
・後方連携を強化し、円滑に退院できる体制
を整えます。
（後方連携：急性期病院において患者さん
の転院先との連携）

A
新患外来を完全に独立させた。しかし、予約時間後
半の患者の待ち時間対策を考慮中。病病連携(病院
間の連携）にて転院はスムーズになった。

2
安全に救急対応ができる体制を維持します。
・平均在院日数を短縮し、余裕を持った受け入れ
体制を維持します。

A （平成26年度達成）

1.3 8.2 27 0.8 66

1

A （平成26年度達成）

実績

計画 10 12 7.6 3.9

124.9 211 15 9.9 4.9 6.8 39.6 1.6

5.2 40 1.5

3.5

5 30 1.6

14.4

睡眠時無呼吸検査など、より高度な急性期
医療を中心とした入院診療を実施します。

検査等を必要としない内科治療を行う肺炎等の患者
さんが中心であった。マネジメントにはマンパワーが
必要であり研修医のローテーションを欠いていた時
期は患者数に制限がかかった。

3
肺がん早期発見、治療の維持・強化を図り
ます。

C

肺癌精査の窓口としては呼吸器外科の新患外来が
担当した。精査の気管支鏡は他院で行っており、当
院での継続治療の実施はない状況であった。CT下
生検、胸水で診断がついた場合、高齢者の肺癌で
支持療法、緩和治療が中心となる場合には当科で
診察することもあった。外科でフォローしている患者
さんの再発、術後再発予防化学療法は当院で行え
るようにしている。

C

新患予約外来は東京病院に加えて複十字病院の非
常勤医師が加わっていただいたため、3日間実施で
きている。新患予約外診察を可能な限り常勤医が対
応している。

34 1

地域における役割を意識した外来診療を実
施します。
・逆紹介を推進し、在宅酸素療法などの重
症患者さんを積極的に受けれます。

4.7 1.7

35.7 1.2 56.4

神
経
内
科

計画 5.5 9.8 7.9 1.9 5 43

実績 5.3 8.7 7.1 1.6 5.4

1.2

呼
吸
器
内
科

計画 5 6.9 5.6 1.3

実績 1 1.2 0.6 0.6

106 1 紹介・逆紹介を積極的に推進します。

A （平成26年度達成）
消化器内科領域における専門的な診断・治
療の増加を図ります。

主な取り組み 取り組みの実施状況

他医療機関・大学への国内短期留学を奨
励します。

人員不足のため達成できなかった。経頭蓋ドップ
ラー・エコー法（頭蓋骨内の脳の血管や血流を調べ
る検査）の検査手技習得のための研修を考えてい
る。「国内短期留学」という表現を使用していたが、
当面実現は不可能と考えられるため、「出張研修」
へ改める。

平均在院日数を短縮し、多くの患者さんを
受け入れます。

平均在院日数はほぼ横ばいである。平成27年度
は、時期により例年より大幅に救急外来受診患者
数、救急車依頼件数が病院全体で落ち込んだ。当
科の入院の大部分は救急外来からの入院であるた
め、入院患者数が激減した。病院として原因を究明
し、対策を考える必要がある。

66

神経難病などの慢性疾患への対応を継続
する一方で、外来予約制に移行する過程で
開業医との役割分担を徹底します。

引続き達成できている。

2

脳卒中の受入れ体制を維持します。
①脳卒中に関して、北多摩医療連携の会を
通じて、患者への啓発活動を実施します。
②院内で脳外科、神経内科、放射線科の合
同カンファレンス(症例検討会）開催を検討し
ます。

B

脳卒中患者の受け入れに関しては達成できたと考
えている。市民への啓発活動に関しては、引き続き
北多摩北部二次保健医療圏脳卒中ネットワーク委
員会のメンバーとして活動し、達成できた。脳卒中に
関する院内の合同カンファレンスは、当科の人員不
足もあり、実現できていない。
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科
・
部
門

計
画
／
実
績

医
師
数

合
計
収
益

（
億
円

）

入
院
収
益

（
億
円

）

外
来
収
益

（
億
円

）

入
院
平
均
単
価

（
万
円

）

入
院
患
者
数

(

人
／
日

)

外
来
平
均
単
価

(

万
円

)

外
来
患
者
数

(

人
／
日

)

№
評
価

1 A

2 A

3 A

4 A

5 A

6 A

1 C

2 A

4 B

5 A

1 C

2 B

3 A

4 A

整
形
外
科

計画 6

アレルギー外来の実施により、外来単価の増加
を図ります。 C

アレルギー疾患を重点的に扱うことによる外来収益や入
院収益の向上は、意図していた計画通りとならず、軌道
修正を余儀なくされている状況である。
今後は、他の専門領域に力を入れたり、重症心身障害児
の受入れ等も検討する必要がある。また、新生児の入院
要請がありながら、受入れが出来なかった状況（約10例）
を少しでも解消することで、地域貢献や、結果としての収
益向上につなげる必要がある。

1.8 6.9 23.9 1.3 60.6

3

小
児
科

計画 11 6.5 5.2 1.3

実績 11.9 7.8 6

26.7 0.9 47.3

外科系当直全体として、夜間の救急外来患者の
翌日の対応について統一します。（夜間の段階で
クリニック等を紹介し当院での治療が必要があれ
ば再び紹介いただく。）

整形外科医が当直しない曜日についてオンコール体制を
周知させた。

実績 5.9 7 6 1 6.2 リハビリテーション病院との更なる連携を図りま
す。 （平成25年度達成）

5
整形外科医師の確保を検討し、医師が減員に
なっても医療事故を起こさないような安全な医療
を目指します。

手術件数の増加をみていない。特にエレクティブ・サー
ジェリー（緊急ではない手術）が増加していない。

外来完全予約制への移行を図ります。

外来部会での決定事項に従って、完全予約制の診療日
でも総合受付ナースの判断で非予約患者さんでも診察し
た方が良いと判断される患者さんは診察してきた。原則と
して「非予約患者さんの診察も受ける」が、「外来予約制」
を進めていく。

A
整形外科医師の確保は、東京警察病院から後期研修医
を確保できた。

6.4 5.3

フィットネスクラブとのタイアップを検討します。

48.7

29.32.94.4921.43.4

1.1 6.7 22 0.8 55

人員に見合った手術件数を確保します。

患者さんの増加に対して、検査枠の拡大など受
入れ体制の整備を図ります。

複十字病院、武蔵野赤十字病院と協働し、市民
公開講座を実施します。

乳
腺
・
内
分
泌
外
科

3
がん連携パスの登録医療機関の増加を図りま
す。 B

登録医でなくても、がん連携を行う医療機関は増加して
いる。

計画 2 3.5 1.3 2.3 442.1

外来診療中に検査も行うようにして維持している。人手が
減っているため、別枠を作ることは不可能である。

（平成25年度達成）

2.9実績

後方連携を強化することにより、終末期の患者さ
んに対して在宅という選択肢を提供します。 （平成25年度達成）

フィットネスクラブの同意がなかったため、検討を断念し
た。

外
科
・

消
化
器
・

呼
吸
器
外
科

計画 14 21 17 4.1 7.8 57

実績 13.3 21.4 16.7 4.7 7.8 58.3

主な取り組み 取り組みの実施状況

2.2 78

後方連携を強化することにより、終末期の患者さ
んに対して在宅という選択肢を提供します。

1 51

1

一般的な小児医療への対応を継続します。
・地域に根ざしたＮＩＣU（新生児特定手中治療
室、ＧＣＵ（ＮＩＣＵで状態が安定した赤ちゃんが引
き続きケアを受ける）の運営を行います。

A （平成25年度達成）

2
アレルギー外来に関する情報提供を行い、他施
設との差別化を図ります。 B

食物アレルギーに関する特定施設への出張講義による
情報提供は、今後は、特定施設に偏らないように、一般
地域住民にも情報提供できるための方策、例えば定期的
に院内で開催する方向に舵をきるべきであるが、そもそも
特定疾患のみを定期的に情報提供することが必要かに
ついても再考する必要がある。

6.2

2.3 82.1

将来にわたって現状の医療体制を維持できるだ
けの人員確保に努めます。

現在、消化器外科部門では、上部消化管、下部消化管、
肝胆膵、それぞれに中核となる40前後の医師を有し、将
来にわたって現状の医療体制を維持できる年齢勾配を形
成している。しかしながら、その半数は大学からのロー
テートに頼る不安定性があり、この点の解決が必要であ
る。また、専門研修医の今後の確保も課題として残る。

がん連携パスにおける地域の医療機関との連携
を強化します。（がん連携パス：専門病院の医
師、かかりつけ医が患者さんの治療経過を共有
し共同診療体制を構築）

（平成25年度達成）

胃がん連携パス施行数は東京都内で2番と良好
な実績であった。大腸がん連携パスも胃がんを
参考に実績向上に取り組んだ。

（平成25年度達成）

23

（平成25年度達成）

積極的な逆紹介を推進します。 （平成26年度達成）

他医療機関とのデータ比較・分析を実施し、診療
実績の向上を図ります。

合計収益、医師一人あたりの収益ともに目標数に達して
いる。しかしながら、計画に対し入院収益で達せず、外来
収益で超えている。外来収益は化学療法によるところが
多いと推察される。27年度目標に関しては、診療実績の
向上は達成していると考える。他院との比較データに関し
ては未達。
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科
・
部
門

計
画
／
実
績

医
師
数

合
計
収
益

（
億
円

）

入
院
収
益

（
億
円

）

外
来
収
益

（
億
円

）

入
院
平
均
単
価

（
万
円

）

入
院
患
者
数

(

人
／
日

)

外
来
平
均
単
価

(

万
円

)

外
来
患
者
数

(

人
／
日

)

№
評
価

1 A

2 A

1 A

2 B

4 A

5 A

1 A

2 A

3 A

4 A

5 A

6 A

取り組みの実施状況

心
臓
血
管
外
科

計画 3 2.8 2.5 0.3 12 5.7 1 11
１ 安全が担保できる医療を継続します。 A （平成26年度達成）

2
レスキュー（応援）で他科手術を行った場合
など、他科関連の収益を把握し採算性に対
する意識を高めます。

レスキュー手術が少なく、評価不能であった。

（平成26年度達成）
4.9 1.3 7.9

医師数増により、他科からの転科も可能となり、採
算性は向上した。

実績 4.9 2 1.1 0.9 4.5 6.4 0.7

主な取り組み

56

抗がん剤治療の開始を検討します。

0.8 9.9

事務部門との連携により、他科依頼の診療
行為に関る収益を把握し、採算性に対する
意識を高めます。

8 46 1.5 26

外来診療において、当院で手術を行われた
患者さんに対する長期的なアフターケアを
推進するとともに、地域の診療所に対する
逆紹介を積極的に行います。

4.5

小児患者さんへの対応を強化するために、
他診療科との連携を図ります。

（平成26年度達成）

学会参加を奨励します。 （平成25年度達成）

皮膚科特定疾患など、診療報酬算定の適
正化を図ります。

（平成25年度達成）

1.5

5.1 17 1.5 50 1
他医療機関との連携関係を継続し、外来診
療の体制を維持します。泌

尿
器
科

計画 3 5 3.2 1.8

0.3 7.1 3.4

計画 7 14 13 1

1.2 0.9

1.8

実績 3 3 2.8 0.2 15.5

皮
膚
科

形
成
外
科

計画 1 0.9 0.7 0.2

47.7 2
現状の診療レベルを維持しながら、救急受
入れ体制を改善します。

A （平成25年度達成）

A （平成25年度達成）

実績 3.5 4.9 3.1 1.8 5.5 15.2

実績 2.3

脳
神
経
外
科

他院からの先天性異常紹介数の著増は認められな
いが、院内対応状況は改善した。

6.5 3

0.8 14.3 3

耳鼻科の再建、マイクロサージェリーなどの高度
医療が実施できる体制を維持します。
（マイクロサージェリー： 顕微鏡を使用して行う微
細な手術、顕微外科。）

A （平成25年度達成）

（平成25年度達成）

他病院とのデータ比較を通じて、脳神経外
科における診療実績の評価を行います。

DPC分析システムによるデータ比較は可能になった
が、まだ不十分である。

1.2 9.1

他科の断わり理由を脳外科でフォローできないので
不可

学会発表を奨励します。 （平成26年度達成）

診療情報提供書の作成を再度徹底します。 （平成25年度達成）

45.3 1.6 31.7

3
脳神経外科における救急車受入れを維持し
ます。病院全体の救急車断り件数を30件／
月以下にするために貢献します。

（平成26年度達成）

外来予約制への移行を図ります。 （平成25年度達成）

褥瘡（じょくそう：床ずれ）回診を継続すると
ともに、その必要性に対する院内の理解を
促します。

（平成25年度達成）

C

実績 8 16 15

計画 3 0.8 0.3

3
平均在院日数を適正化し、一入院当たりの
総収入の増加を図ります。

A

51

入院患者さんを積極的に受け入れます。

0.40.5
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／
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№
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価

1 A

2 A

3 A

4 A

1 B

2 A

3 B

4 B

1 B

4 B

5 B

計画 2 1.2 0.4 0.8 6.1 1.6 0.6 54 1 B

実績 2 1.1 0.3 0.8 5.5 1.3 0.7 46.7 2 B

1 B

2 A

4 A

耳領域の診療を強化します。

主な取り組み 取り組みの実施状況

耳
鼻
い
ん
こ
う
科

計画 4 4.3 3.3 1.1 6.9 13

46.9

頭頸部がん認定病院として、頸部郭清術(頸
部リンパ節転移に対する標準術式)の増加
を図ります。

癌症例数は増加しており、手術以外の治療も多く
なっている。頸部郭清術も徐々に増やしていく努力
をしている。

腫瘍患者さんの増加に対して、平均在院日
数の維持に努めます。

放射線同時化学療法（放射線治療に加えて抗がん
剤治療（化学療法）を同時に行う方法）の患者も、病
状に応じてできるだけ通院治療に移行するよう努め
ており、平均在院日数の維持に努力している。

眼
科

計画 6.5

実績 15.2 1.6

7 1.1

人間ドック学会の認定施設であることをＰＲ
します。

（平成26年度達成）
予
防
健
診
科

計画 2 2.9 ― 2.9

実績 3 2.3 ―

歯
科
・
歯
科
口
腔

外
科

口腔外科・障害者歯科や悪性腫瘍など、重
症患者さんへの対応を継続します。

紹介状の有り無しにかかわらず救急患者は出来る
限り対応した。地域連携に関しては地域包括ケアシ
ステムを踏まえての今後の課題である。

抗がん剤治療患者さんに対する口腔ケアを
実施し、術後の合併症を予防することによっ
て、患者さんの早期退院に貢献します。

歯科衛生士の1名退職に伴い、対応が困難な状況
が生じている。

B

手術器具や検査機器など少しずつ整備されてきて
いるが、手術時モニター設備や顕微鏡の更新などを
整えさらに充実させたい。手術以外の症例も含め患
者数を増やしていきたい。

実績 5 3.8 2.6 1.2 6.7 10.4 1

0.9 51

外来予約制へ対応し、開業医との役割分担
を図ります。

逆紹介率、紹介率ともに高く、開業医との連携は取
れている。さらに努力を続けたい。

2
救急当直の開始を検討します。
・まずは週１回など、曜日を決めて現体制で
できる範囲で対応します。

C
木曜日の夜間の救急当直を考えているが、病棟看
護師の対応が困難となっている。夜間の看護師増
員について努力したい。

3

実利益については、未だ把握できていない。

現状の医療レベルを維持、向上できる体制
整備に努めます。

大学における医局員減少により、これ以上の常勤医
師の確保は難しい。

2.7 10.7

インターネット上での予約システムの整備や
健診メニューの見直しにより、1日30人の利
用者に対応できることができる体制を整備し
ます。

B
予約システムは順調に稼動しており、利用者増につ
ながっている。健診メニューの見直しは順次実施中
である。

平成25年度より簡易ドックを開始し、より多く
の利用者を受け入れます。

簡易ドックは順調に人数を増やし、順次一日ドックへ
の移行も見られる。また金銭的に余裕のない高齢者
の受け皿ともなっている。

2.3 ― ― ― ―

3

― ― ― ―

フィットネスジムとのタイアップを検討しま
す。

計画当初は、周知のためフィットネスジムとの連携を
模索したものの、フィットネスジムが積極的関与を希
望しないため、左記に代えて各構成市との連携を模
索中で、健康教育等を順次実施し、パンフレットの配
布等で周知を図っている。

5 8.6 5.9

眼科医療機器の開発は目覚ましく、手術領域の３D
化などがあり、更新することが難しい。

外来予約制を継続します （平成25年度達成）

68.5

事務部門と連携し、診療科の利益を把握す
ることによって採算性の意識を高めます。

130

適正に医療機器を更新することによって、当
院ならではの最新の医療を提供します。

9.3 5.8 3.5 23

95

開業医との連携を密にし、外来診療の役割
分担を強化します。

実績 8 10.3 8.5 1.8 7.2

（平成25年度達成）

婦人科悪性腫瘍への対応を継続します。 （平成25年度達成）

（平成26年度達成）

通常分娩に合わせて、ハイリスク分娩により
注力します。

（平成25年度達成）

0.9 79.8

地域周産期母子医療センター、婦人科腫瘍
学会の修練施設認定を取得します。

32.2

産
婦
人
科

計画 7 14 12 2.3 7 45 1
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2 A

3 A

4 B

1 B

2 B

1 B

2 A

3 C

4 B

5 A

6 A

遠隔画像診断の読影受託には、放射線科読影医の
充実、システム構築が必要であるが、平成26年度の
診療報酬加算の改定で、読影を遠隔画像診断に出
した施設は画像診断管理加算が算定できなくなった
ので、コストをかけてシステムを構築しても需要は少
ないと考えられる。画像データバックアップ体制構築
に関しては、電子カルテのデータを含めた病院全体
の医療データバックアップ体制の構築と共に総合的
に考慮することが必要であり、電子カルテシステム
の更新などのタイミングで医療情報システム部門と
協力してシステム構築を行いたい。

事務部門との連携により、検査・画像関連
点数に対するデータを把握します。 （平成25年度達成）

ＣＴの土曜日稼働を検討し、患者数の増加
に対応できる体制を整備します。

人員配置等検討が必要である。

主な取り組み 取り組みの実施状況

放
射
線
科

計画 4 3.5 ― 3.5 ― ―

実績 4 1.2 ― 1.2 ―

1.9 74

遠隔画像診断による読影受託へ対応しま
す。災害時に備えた画像データバックアップ
体制を検討します（病院全体の体制検討時
に実施します）

― 2 24

CTC（CTで撮影した断層撮影画像を立体的
に再構成して、あたかも大腸内視鏡検査の
ように大腸内を観察する方法）検査導入に
伴う大腸がんをはじめ、がん検診を強化しま
す。放射線治療専任加算の算定により、放
射線治療への対応を強化します。

CTCによるがん検診は運用方法を確立している。放
射線治療を担当する常勤医師は、平成27年度より１
名勤務し、放射線治療専任加算に関しては平成28
年度から算定できる予定である。

平成27年度より杏林大学からの学生を受け
入れます。 （平成25年度達成）

画像管理加算Ⅱ（画像診断管理において一
定の条件を満たしている場合の施設基準
で、診療報酬単価が加算される）を算定でき
る体制を維持します。

（平成25年度達成）

実績 ― ― ―
手術器具のセット化、洗浄、手術室の清掃
など、手術業務の委託を実施し、業務の効
率化を図ります。

A

平日の洗浄・組立・滅菌業務の委託化により業務の
効率化が図られている。日中の患者入れ替え時の
手術室清掃やピッキング（必要機材の仕分け作業）
は看護助手の業務として定着し、大きな問題なく運
用できている。今後は、手術件数増加を見据えて効
率的な運用が必要である。

― ―

中
央
手
術
部

安全な手術の提供に努めます

種々のチェックリスト作成や看護手順を作成し、行動
基準も策定した。KYT（危険予測学習）を利用した勉
強会を開き、また、問題発生時における情報の共有
の手段としてRCA分析（根本原因分析）を実施し危
険意識の向上を図っている。

3

計画

― 1 周術期管理の向上を図ります B

平成26年度末で常勤医１名が退職したが、平成27
年度から救急科との兼務ではあるが常勤医1名を採
用できた。従来の周術期管理の質・量を維持するた
めには今後も常勤医の確保が重要な課題である。
予定手術患者の周術期外来受診数は85％以上を
達成し、周術期管理は向上した。術後診察での合併
症の早期発見も充実した。「患者自己調節鎮痛法
（手術後や癌の痛みに応じて、患者自らが鎮痛剤を
投与する手法）」による急性期疼痛管理は定着して
きたが、まだ医療者の理解が不十分であり、さらに
術後急性疼痛の軽減の余地がある。

―

― ― ―

― ― ― ―

安全に緊急手術に対応できる体制を維持し
ます。

（平成25年度達成）

緩和医療を推進します

緩和医療外来や緩和ケアチームの一員として院内
の緩和ケアに努め、院内各科から紹介される患者
数は増加している。医師に対する「緩和ケア講習会」
や近隣の関係者を含む「緩和ケア講演会」の開催な
ど、積極的に緩和ケアを推進している。地域連携を
深めるために在宅医療ネットワークの研究会などに
積極的に参加し、また他医療機関や大学で開催さ
れた緩和ケア研修会に講師として参加した。

他医療機関・大学への研修を奨励します

研修会へ参加できる機会を増やすように勤務体制
の調整を行った。他の医療機関・大学などで開催さ
れる研究会や研修会に参加し、最新の知識・技術を
取り入れ日常業務に活かしている。

― ―

人員の確保に努め、手術件数の増加に対
応できる体制を整備します。

看護師業務の見直しと看護助手業務が定着し、相
互の協力体制ができてきている。業務がよりスムー
ズになり、時間外に残る手術件数が減少した。麻酔
科管理の手術件数は横ばいだが、各科管理が主で
ある眼科も含めた手術件数は増加しており、手術件
数に対する看護師の適性人数は未だ不足の状態で
ある。

― ― ―

実績 5.8 ― ― ― ― ―

― ― ―

麻
酔
科

計画 4 ― ― ―
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病
理
診
断
科

佐々総合病院の術中迅速診断、東大和病
院の病理解剖など、他病院からの検体受入
れを継続します。

細胞診について、予防・健診センターと連携
を図ります。 （平成25年度達成）

遺伝子検査の院内導入は時期尚早との判断は変わ
らず、FISH法(特殊な蛍光色素等を使用し、目的の
遺伝子を検出する方法)など免疫染色装置を用いて
標本を作製し顕微鏡（螢光顕微鏡）下で評価する方
法を検討中。

（平成25年度達成）

悪性リンパ腫、乳癌に関しては従来通り免疫染色用
あるいは遺伝子・染色体検査用の標本をホルマリン
固定（体内から取り出された組織を腐敗等による劣
化から保護するための処理方法の一つ）前に別途
採取している。胃癌、結腸癌、消化管間質腫瘍（消
化管壁の細胞から発生する腫瘍）、肺癌などの免疫
染色や遺伝子・染色体検査に関してはルーチン検
査で固定された検体からの検索が現段階では出来
ているが、今後新たな検査の出現も予想され情報の
収集を続けている。

A2
検体数の増加・研究利用へ対応し、検体の
目的別の切り分けを行います。

実績

計画

1 ―

主な取り組み 取り組みの実施状況

臨
床
検
査
科

遺伝子検査の増加へ対応します。

病理（細胞診）、生理（超音波）、細菌、輸血
検査に対する教育を行います。

地域の中核病院として臨床検査技師の教
育的観点も踏まえ、検査の外注若しくは院
内対応の是非を再検討します。

（平成26年度達成）

従来からの結核菌PCR法（DNAの特定部位を増幅し
て確認する方法）に加え、マイコプラズマやノロウイ
ルスのLAMP法（迅速性の高い遺伝子の増幅法）で
の測定を開始し、臨床の要望に答えられる体制を構
築した。

各部門で教育プログラムのアウトラインは作成され
たが、評価基準やスキルラダーの作成が出来てい
ないなど目標達成には至っていない。
（ラダー（制度）：専門知識や技術を段階的に身に付
けられるよう計画されたキャリア開発プラン）

A （平成26年度達成）

―

―

―

―

―

がんの診断、治療に関しての遺伝子検査に
関して、病院対応の是非を検討します。

2
術前、術中検査や夜間検査への対応をはじ
め、質の高い検査業務を維持します。

― ― ― ―

― ― ―

―

―

―

―

―

―実績

計画

―

― ―

―

― ―

―

1 ― ― ― ―
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／
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(
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外
来
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者
数

(

人
／
日
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№
評
価

１ B

2 B

3 B

5 B

6 B

7 B

8 B

1 A

2 A

3 B

5 B

栄
養
科

計画 ― ― ― ― ― ―

― ― ―実績 ― ― ―

主な取り組み 取り組みの実施状況

現在常勤職員８名、再任用職員１名、臨時職員5名
の計14名が在籍しているが、平成28年度に2名が退
職(臨時職員終了）予定である。その補充として、業
務委託を行う。今後、全面委託化行う場合、常勤職
員の処遇をどう考えるかが課題である。
業務委託化による「質の低下」を予防・防止するため
に、病院経験を持った委託調理師を要望し質の担保
を行う。

― ―

食事に関する満足度を数値化のうえ評価し
ます。
その際、喫食率など以外の多様な指標を工
夫します。

患者アンケートを年に4回行いデータ化し約８０％の
患者から満足との回答を得ている。また、病棟担当
管理栄養士制度から喫食率低下の患者には積極的
に面会・面談を行った。患者の希望を聞き入れ「果
物・ゼリー」などの提供を行った。食形態の工夫も行
い「きざみ・とろみ食」などの新規食事提供から満足
度の向上を図った。

4
ＮＳＴ加算の取得、糖尿病指導の強化を行
います。

A （平成25年度達成）

調理の全面委託の実施により効率化を図
り、仕様書の記載内容・表現方法を工夫す
ることにより、質の担保を行います。

脳卒中の地域連携パスをはじめ、リハビリ
関連の地域連携に積極的に関わる体制整
備に努めます。

院内医師の協力者が増え、昨年に引き続き、平成２
７年度も指定研修会へ１チーム（２名のセラピスト）
が参加した。現在計６名のセラピストが、がん患者リ
ハビリテーション料を算定可能となっている。緩和ケ
アチームとの連携については未だ不十分であるが、
人員供給に限界があり懸案事項となっている。

職位の柔軟化により、チーム内での責任権
限の細分化をします。

主任等の役割について、科内で検討する機会がで
き、各スタッフが科の一員である自覚の向上がみら
れている。理学療法士は３チームに分け、チーム
リーダーを中心に、病棟や主治医との連携の充実に
努め、安全で効果的なリハビリの提供に努めてい
る。チームリーダーに負担が偏りがちではあるが、
共通の目標を掲示することでチーム意識は高まって
きている。作業療法士、言語聴覚療法士について
は、今後の課題である。

入院直後の超早期からの介入が定常化した。早期
介入により在院日数の低減に貢献し、院内の各職
種に対し早期リハビリ介入の重要性を認知させるこ
とができた。

A

― ―

― ―

― ―

4
急性期患者さんに対するリハビリへ対応し
ます。

がん患者さんへの専門医療・緩和ケアを支
援するリハビリを実施します。

災害時に必要な患者食、職員食を踏まえた
貯蔵量の検討をします。

（平成25年度達成）

ＮＳＴ（Nutrition Support Team：栄養サポー
トチーム）に関する診療情報開示を行い、各
人の食事内容などが把握出来るようにしま
す。

病棟内掲示板にてNST介入の説明を行い理解を得
た。また、医療器具の「栄養セットを1回使用とし栄養
ボトルを洗浄・乾燥から再利用する」ことでNST介入
とした。主治医の協力もあり飛躍的にNST介入が増
加した。更に、NSTラウンドも積極的に行い、直接
ベットサイドから患者に説明を行った。

リ
ハ
ビ
リ
テ
ー

シ

ョ
ン
科

転倒、ＦＩＭ（機能的自立度）の評価等、クリ
ニカルインディケータとなるデータを収集し
ます。

採用形態の柔軟化などにより採用力を強化
し、各病棟へのセラピスト（療法士・治療士）
配置を目指します。人員体制の拡充に伴
い、土日・祝日のリハビリ実施を目指しま
す。

学会発表を奨励します。

セラピスト（療法士・治療士）１人あたり単位
数の増加を図ります。

脳卒中地域連携パスでは、初回説明の際に十分な
介入ができておらず、今後の課題である。癌患者を
始め、在宅復帰する患者の退院支援カンファに積極
的に参加し、在宅ケアに関わるスタッフへ必要な情
報提供を行うよう努めている。病棟からリハスタッフ
の出席を求められる機会も増えている。地域リハビ
リテーション連携への参加も検討している。

全国自治体病院データによると、当院における脳梗
塞入院1週間以内のリハビリ強度は、1日22.6単位と
全国でも高水準となっている。また、リハビリ提供量
の指標として実施単位数、リハビリ介入の質評価と
してバーサルインデックス（日常生活動作を評価す
る方法）を継続収集している。バーサルインデックス
に関してはADL（日常生活動作）維持向上等加算の
算定に向けて集計作業を開始している。

常勤・嘱託・非常勤職員と３形態の採用にて、理学
療法士が１８名から１９名となり微増しているが、退
職者もあり安定しない。今後、「ADL維持向上等体制
加算」拡充も視野に入れた人員配置の検討が必要
である。年末年始などの長期連休時は、任意勤務と
して対応している。

平成27年度の学会発表は９名が経験をした。発表
者の偏りはあるものの、徐々にスタッフの意識は向
上している。発表に際し病院の援助がありモチベー
ションの向上につながっている。

人件費相当の収益確保のため、１セラピストあたり
実働日１８単位/日以上の取得を目指している。しか
し、カンファレンスへの参加、ADL維持向上等加算の
算定など、疾患別リハの単位取得以外の業務が増
加した関係で、一部の中心的役割を担うセラピスト
では１日１８単位の維持が困難となってきており、今
後、セラピーの質に対するクリニカルインディケー
ターの詳細な確認が必要になると考えられる。

実績 ― ― ― ― ― ―

計画 ― ― ― ― ― ―
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／
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2 A

3 B

4 A

5 B

6 B

7 B

1 B

2 A

4 B

5 B

中央化は困難であるが、データベース化し現行機器
の台帳化を進めた。

主な取り組み 取り組みの実施状況

B

管理機器に関してはデータベース化は実施できてお
り、貸出状況は把握している。
機器の稼働状況は、病棟予備在庫等の関係から把
握できなかった。

　　　　　　　　　　　（平成25年度達成）
（平成27年度追記）各病棟単位で医療機器に関する
研修会を実施した。

各種の業務に対応可能なスタッフが増えている。各
部署3名の対応可能スタッフを育成。

機器管理に関るデータベースを整備し、更
新時期に加え、機器の稼働状況が分かるよ
うにします。

― ―

臨
床
工
学
室

手術室、救命センター、心臓血管カテーテル
室、ペースメーカーなどに対して、安全に配
慮した効率的な機器管理を行います。

医療機器センター化を実施し、病院全体の
機器管理を中央化することを目指します。

効率的な研修会を開催します。

各学会の専門技術認定の取得を奨励しま
す。

適正な機器台数と保守費削減により、医療
機器管理の効率化を図ります。

計画

実績

― ― ―

― ― ― ―

― ― ―― ―

1

―

化学療法への参画を推進します。外来部門
への配置による、がん患者への導入におけ
る説明、同意書取得などのサポートを行い
ます。

平成27年度は透析技術認定師2名取得。

各メーカー主催のメンテナンス講習会を受講し部品
供給のみで院内修理可能な機種が2機種増加した。
保守点検費用の削減は出来た。適正台数の試算は
困難で現状維持を継続中である。

継続的な研修参加により、ＤＭＡＴ（ディー
マット：災害医療派遣チーム）対応可能ス
タッフの育成を図ります。

平成27年度は研修に参加できなかった。

3 A

通院治療センターにがん薬物療法認定薬剤師を専
門として１人従事させ、初回指導はほぼ100％実施
できるようになった。平成26年度よりがん薬物療法
認定薬剤師2名により「がん患者指導料3」の算定を
始めた。

―

―

― ―

薬
剤
部

資格取得への給与の反映は不十分であるが、資格
が病院収益に結び付く感染、がんの資格について
は計画策定時から引き続き給与への反映をお願い
していく。今後導入予定の人事評価システムで学会
発表や貢献度を加味した上で個々の業務評価をす
る。

委託業者が病棟・一部の外来・手術室の注射・外
用・内服薬の病棟定数の補充を行い、また３ヶ月に
１回の使用期限チェックを行うことで、定数管理にお
いては標準化・効率化が図られた。但し、薬剤師の
時間外勤務削減については、病棟業務の拡大及び
感染・がん化学療法に一人ずつ薬剤師を専門に従
事させたことに伴い、減少傾向は見られない。

― ― ―

― ― ―

救命救急センター、腎センターなどに対し
て、各外来担当薬剤師を配置します。

１病棟1人の常駐を目指し、チーム医療を推
進します。医師に対しては薬物治療のサ
ポート、看護師に対しては薬物事故の回避
に貢献します。

感染・がん化学療法に一人ずつ薬剤師を専門に従
事させたことに伴い、いまだ配置させることができて
いない。高度急性期医療を担う当院において救命救
急センターでの薬剤関連業務を実施し「病棟薬剤業
務実施加算2」の算定を引き続き目標にする。

（平成25年度達成）

教育・研修制度について、病院全体で検討
する際に適切に対応します。
・専門や認定資格を取得した際に、給与手
当てに反映することや、学会発表や貢献度
を評価して翌年への評価に繋げることを検
討します。

ＳＰＤ(薬剤管理支援業務委託)を導入すると
共に業務の標準化・効率化を図り、時間外
勤務を削減します。

実績 ― ― ― ―

計画 ― ― ―
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1 A

2 A

3 A

4 A

5 B

6 A

7 B

8 B

9 A

病院として職位に見合った適切な処遇制度
の構築を検討します。

勤務体制の検討を行います。

看護部内のキャリアパス（人材が最終的に
目指すべきゴールまでの道筋のモデル）を
整備し、職位に伴う役割分担を明確化しま
す。

主な取り組み 取り組みの実施状況

相談支援室に看護師1名を増員して退院支援の充
実を図った。また、緩和ケア・退院支援リンクナース
会に於いて研修会や事例検討を重ねると共に、認
定看護師会主催の訪問看護師を招いてのシンポジ
ウムを開催し、病棟の看護師理解を深め意欲的に
取り組んだ。
（総合評価加算5,548件、退院調整加算14日～31日
以上含め6,856件、退院時共同指導料83件、介護連
携指導料31件）
（リンクナース：専門チームから専門的な知識や技術
を学んで、所属する病棟に浸透させる役割を担う）

感染症病床の体制を確立します。

ＭＥＲＳ（中東呼吸器症候群）の海外流行を期に、感
染症病床利用時の看護体制を明確化した。北3病棟
看護師、管理師長の役割、他病棟からの応援態勢
を整えた。ＭＥＲＳ疑いの患者の診察時に対応した。

平成26年度までの外来・病棟一体化部署に加え内
分泌・代謝内科の一体化に取り組んだ。
糖尿病看護認定看護師、日本糖尿病療養指導士の
資格を有するスタッフが外来を担当することにより、
継続看護や質の高い患者指導、看護師自身のキャ
リア開発につながっている。

他科診療の取組を踏まえた看護部人員を
検討します。

（平成26年度達成）

看護補助者の充実を図ります。 （平成26年度達成）

―

救急受入れ体制を強化します。

―

退院支援システムを構築します。

―

過去の改革プランにおいて実施した、外来
病棟一元化に関する効果を評価します。

―

看
護
部

― ― ― ―

計画

実績

― ― ― ―― ―

― ―

（平成26年度達成）

小児科病棟、救急外来の夜勤開始時間、休息時間
を見直した。
日本看護協会が推奨している夜勤時間の拘束時間
の短縮、正循環勤務については、保育の問題等が
あり対応できないスタッフもいる。
再度看護師へのアンケートをとり、現行にミックスし
て勤務作成ができるか検討していく。

病院が進める人事評価制度と看護部のキャリアラ
ダー、看護管理者ラダーの整合性の検討が必要で
ある。
平成28年度作成を予定している看護管理者ラダー
と、今後実施予定の人事評価制度と合わせて検討
していく。
（ラダー（制度）：看護師としての専門知識や技術を
段階的に身に付けられるよう計画されたキャリア開
発プラン）

社会人基礎能力を盛り込んだ、クリニカルラダーの
改定を終了した。平成28年度から新ラダーで実施し
ていく。
平成28年度は、看護管理者の教育方針を明確に
し、看護管理者ラダーの作成に取り組む。
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1 A

2 A

3 B

6 A

7 B

8 A

9 A

10 A

12 C

13 A

14 A

主な取り組み 取り組みの実施状況

事
務
局

計画 ― ― ―

実績 ― ― ―

― ― ― ― ―

適正な請求業務の実施によってＤＰＣⅡ群
を維持します。

（平成25年度達成）

北多摩北部病病連携会議の事務局受託に
よって地域連携に貢献します

　　　　　　　 　　　（平成25年度達成）
（平成27年度追記）圏域に限らず、当院からの転院
を多数受け入れている医療機関を招き、今後一層
の連携を深めるため、アライアンスの会を開催した。

平成25年度内に外来予約センターを整備し
ます。

（平成25年度達成）

平成25年度内に部門別管理会計の導入を
検討します。

部門別管理会計（原価計算）を検討したが、費用対
効果を鑑み、導入を見送った。代替として、材料費
の削減や診療収入の増加を図ることを目的に、DPC
分析システムを導入した。

事務スタッフ(コーチャー４名、ステークホルダー２０
名)を対象にコーチング(自発性と能力開発)を行っ
た。コーチャーは日本コーチ協会認定メディカルコー
チ(３名)や株式会社コーチ・エイ コーチ認定委員会
コーチ(１名)の資格を取得した。
　診療情報管理士は６名在籍し、新たに４名が資格
取得中。病院経営管理士を１名が資格取得中。平
成27年度中に簿記３級取得１名。

5
人員配置の工夫によって専門スタッフを育
成します。

B

医師事務作業補助（医師が行う業務のうち事務的な
業務をサポートする職員）の専門スタッフの育成の
ため、一般事務(１名)を配置換えした。また、非常勤
職員(１名)を採用した。

4

事務スタッフに対する各種資格取得を奨励
します。診療情報管理士：5年で5人、医療経
営士：5年で5人、その他資格（簿記など）
・診療情報管理士：ｶﾙﾃの情報を整理し、診療情
報として管理・分析する人材。
・医療経営士：必要な医療および経営に関する
実践的な経営能力を備えた人材。

B

手術室・中央材料室、調理の委託を実施
し、余剰人員は病棟勤務者に充てることに
よって、新規診療報酬の獲得を図ります。

（平成25年度達成）

新会計制度に対して的確に対応します。 （平成25年度達成）

11 電気、ガス、水道使用量の削減 A （平成25年度達成）

― ―

コスト削減の推進をします。
・対平成26年度比：時間外勤務手当Δ23,791千円
・価格交渉により固定費の減少を図った。
　賃借料の減（職員寮等）

患者さんの利便性と病院収益の向上のた
め、公共交通(バス)誘致に取り組みます。

（平成26年度達成）
―

ホームぺージ等広告料収入の増
ホームページへの広告掲載については、レイアウト
等の都合上、実施できなかった。今後、他の広告媒
体について検討する。

患者満足度調査の実施 平成27年９月に実施した。

未収金の削減 （平成25年度達成）

― ―
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４ 点検・評価 

公立昭和病院新中期計画の平成２７年度達成状況について、公立昭和病院新

中期計画検討委員会から、次のとおり評価を受けました。 

１ 「Ⅴ 財政計画」 

 （１）財政収支計画 

   財政収支計画については、入院・外来患者一人あたりの単価は、目標を

達成できたと認められるが、患者数はそれぞれ目標を下回ったことから事

業収益全体では、達成率９９．１％と目標を達成できていない。 

   事業費用では、給与費等が目標達成できたことから、事業費用全体で達

成率１００．８％と目標達成できたものと認められる。 

今後、予定している本計画の改訂にあたっては、特に入院患者数を増加 

する取り組みを設定し、その目標達成に努めるよう求める。 

（２）財政指標等 

   経常収支比率は、１０１．７％と黒字経営となったが、達成率は９９．

６％と目標を達成できなかった。医業収支比率等の指標については、概ね目

標達成できたと認められる。 

    今後も経営の効率化に努め、経常収支において黒字を維持するよう求め

る。 

２ 「Ⅵ 病院としての事業運営の具体的な取り組み」 

   本計画当初からの維持目標や継続目標となっている「紹介・逆紹介率の

維持」、「災害訓練の実施継続」及び「ＤＰＣ係数Ⅱ群の維持」については、

目標達成できていると認められる。 

目標達成年度が平成２７年度となっている「手術件数の増加」、「救急

車受入件数の増加」及び「予算の達成状況に応じた予算配分」の３項目につ

いては、いずれもＢ評価（進捗中）であった。 

なお、目標年度が平成２８年度以降となっている取り組み７項目におい

ては、Ａ評価（達成）が２、Ｂ評価（進捗中）が５となっている。 

達成したものについては、今後も現状を維持し、Ｂ及びＣ評価の取り組み

については、改訂後の計画において、早期の目標達成に向けて取り組むよう

求める。 

３ 「Ⅶ 各診療科・部門別の計画と具体的な取り組み」 

診療科・部門別の取り組み１５４項目のうち、Ａ評価（達成）が８７（平

成２５、２６年度達成分を含む）、Ｂ評価（進捗中）が５３、Ｃ評価（未

達成）が１３、評価不能項目が１となっている。 

Ｂ及びＣ評価の取り組みについては、改訂後の計画において、平成２８年

度以降の目標達成に向けて、引き続き努力するよう求める。 

 今後も構成市における公立病院として、住民の命と健康を守り、安定した

質の高い医療を継続的に提供するため、この新中期計画に基づき、より一層

の経営改善を推進するよう求める。 
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【用語説明】 
１Ｐ 

①【高度・急性期医療センター】 

医療機能を患者さんや医療関係者に分かり易く伝え、医療連携の強化及び人材確保等につな

げるため、平成２８年 5 月から「高度・急性期医療センター公立昭和病院」を通称として使

用開始した。 

２Ｐ 

②【減価償却費】 

 建物や医療機器などの取得に要した費用をその資産が使用できる期間に応じて資産価値の減

少分を毎事業年度の費用に計上する会計処理のこと。現金支出は伴わない。 

４Ｐ 

③【地域医療支援病院】 

かかりつけ医等を支援し、地域医療の充実を図ることを目的として、二次医療圏ごとに整備

される病院であり、入院機能に重点を置いた診療機能を確保することにより、総合的な医療

を担い、かかりつけ医等と適切な役割分担と連携を図りながら地域完結型医療を目指す病院。

平成９年１２月の医療法改正において制度化され、一定の要件を満たすことで承認される。 

④【紹介・逆紹介（率）】 

他の医療機関との連携の程度を示す指標。 

・紹介率（地域医療支援病院の場合） 

   紹介初診患者数（B）－（C のうち紹介患者（D）＋E のうち紹介患者数（F））       

初診患者数（A）－（時間外、休日、夜間初診患者数（C）＋C 以外の救急搬送初診患者数（E）） 

  ・逆紹介率（地域医療支援病院の場合） 

                               逆紹介患者数（G）                             

初診患者数（A）－（時間外、休日、夜間初診患者数（C）＋C 以外の救急搬送初診患者数（E）） 

⑤【地域災害拠点病院】 

 災害発生時に、２４時間緊急対応し、傷病者の受け入れや医療救護班の派遣などを行うことが 

できる体制を有する病院。一定の要件を満たすことで都道府県知事に指定される。 

⑥【クリニカルインディケーター】 

病院の様々な機能や診療の状況などを適切な指標を用いて数値化したもの。推移を評価・分

析することによって、医療の質の向上を図る。 

⑦【院内がん登録】 

がん診療連携拠点病院などのがん診療の状況をとらえる情報基盤となる標準的な院内がん登

録についての情報を掲載している。 

【東京都地域がん登録】 

地域がん登録事業は、がん対策基本法等に基づいて、医療機関からのがんの罹患情報や保健

所からの死亡情報など、がんの発病から治療、死亡に至るまでの情報を収集し、分析するこ

とによって、地域におけるがんの状況を把握し、がん検診や効果的な医療計画・予防対策の

企画や評価に役立てるもの。 

東京都は、平成 24 年 7 月より東京都地域がん登録事業を開始した。 

⑧【急性期病院（高度急性期病院）】 

 病状の段階別に、急性期→亜急性期→慢性期とあるうち、急性期の医療を行う病院のことで、

緊急もしくは重症な患者さんを中心に、入院及び手術等、高度で専門的な医療を行う。 

⑨【地域周産期母子医療センター】 

 周産期医療とは、周産期（妊娠満 22 週から生後７日未満）を含めた前後の期間における医療

のこと。産科及び小児科を備え、周産期に係る比較的高度な医療行為を常時行う医療機関が都

道府県知事により地域周産期母子医療センターに認定される。 

⑩【がん拠点病院（がん診療連携拠点病院）】 

 全国どこでも質の高いがん医療を提供することができるよう、全国 407 箇所の病院を指定し

ている（都内 26 箇所）。専門的ながん医療の提供、地域のがん診療の連携協力体制の構築、

がん患者に対する相談支援及び情報提供等を行っている。 

⑪【ＡＢＣ健診（胃がんハイリスク健診）】 

ＡＢＣ健診とは、ピロリ菌感染の有無（血清ピロリ菌 IgG 抗体）と胃粘膜萎縮の程度（血清

ペプシノゲン値）を測定し、被験者が胃がんになりやすい状態かどうかをＡ～Ｄの４群に分

類する新しい検診法。血液による簡便な検体検査で、特定検診（メタボ健診）などと同時に

行なうこともできる。 

⑫【ＣＴＣ検診】 
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ＣＴで撮影した断層撮影画像を立体的に再構成して、あたかも大腸内視鏡検査のように大腸

内を観察するもの。 

 

５Ｐ 

⑬【地方公営企業法全部適用】 

 地方公営企業法の組織、財務、人事等の運用について、地方公営企業法の全ての規定の適用を

受けること。組合管理者に代わり専任の企業長を置くことで、経営責任が明確になり、より機

動的、柔軟な経営が可能になる。 

⑭【ＤＰＣ係数Ⅱ群】 

 DPC 対象病院の「機能評価係数Ⅱ」は平成 22 年度より導入された新しいルールで、「デー

タ提出指数」「効率性指数」「複雑性指数」「カバー率指数」「救急医療指数」「地域医療指数」

の 6 項目から算出される。この係数が大きい病院のほうが高度な医療機能を有するとみなさ

れ、１日あたりの診療報酬単価を高く請求することができる。 

DPCⅠ群は、大学病院本院（全国 80 病院）、Ⅱ群は大学病院本院に準じた診療機能を有する

病院（全国 99 病院）で、東京都内でⅡ群に指定された公立病院は、当院を含め 3 院のみ。 

＊DPC（Diagnosis Procedure Combination） 

 従来の診療行為ごとに計算する「出来高払い」方式とは異なり、入院患者さんの病名や症状を

もとに手術の診療行為の有無に応じて医療費を計算する定額払いの方式。 

⑮【ジェネリック（医薬品）】 

特許が切れた医薬品（先発医薬品）を他の製薬会社が安価で製造販売する後発医薬品のこと。 

⑯【インシデント、オカレンスレポート】 

インシデントは医療現場で、患者に傷害を及ぼすことはなかったが、日常診療の現場でひや

りとしたりはっとしたりした経験に関する報告書。オカレンスはインシデントより患者さん

に与える影響が中等度以上で別途加療が必要になるようなケース。 



新中期計画点検・評価報告書（平成２７年度）

平成２８年１２月作成

公立昭和病院（昭和病院企業団）

東京都小平市花小金井八丁目１番１号

電話（０４２）４６１－００５２

ＦＡＸ（０４２）４６４－７９１２
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